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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第40期 

第３四半期 
累計期間 

第41期 
第３四半期 
累計期間 

第40期 

会計期間 
自 平成28年４月１日 
至 平成28年12月31日 

自 平成29年４月１日 
至 平成29年12月31日 

自 平成28年４月１日 
至 平成29年３月31日 

売上高 （千円） 10,208,758 10,316,699 12,272,539 

経常利益 （千円） 1,077,267 900,612 592,107 

四半期（当期）純利益 （千円） 721,973 599,530 378,220 

持分法を適用した場合の投資利益 （千円） － － － 

資本金 （千円） 1,370,675 1,370,675 1,370,675 

発行済株式総数 （株） 2,851,750 2,851,750 2,851,750 

純資産額 （千円） 4,944,513 5,095,057 4,599,502 

総資産額 （千円） 8,206,820 8,697,706 7,117,475 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 263.46 218.79 138.02 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

１株当たり配当額 （円） － － 40.00 

自己資本比率 （％） 60.2 58.6 64.6 

 

回次
第40期

第３四半期
会計期間

第41期
第３四半期
会計期間

会計期間
自 平成28年10月１日
至 平成28年12月31日

自 平成29年10月１日
至 平成29年12月31日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 222.25 225.46 

（注）１ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。

３ 持分法を適用した場合の投資利益につきましては、関連会社がないため記載しておりません。

４ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額につきましては、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

５ 平成28年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。前事業年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。

 

２【事業の内容】

 当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

 

- 1 -



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第３四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証

券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものでありま 

す。 

(１）業績の状況 

 当社では平成27年４月にスタートした「中期経営計画Ⅲ」に基づき、引き続き収益性の向上に取

り組んでまいりました。 

 売上高に関しては、受注単価のアップもあり順調に推移しましたが、費用面において、外部労務

費や運送費の上昇などにより外注費が増えたため、収益面では前年同期比で厳しい状況で推移しま

した。 

 以上の結果、当第３四半期累計期間の売上高は10,316百万円（前年同期比1.1％増）、営業利益

は888百万円（前年同期比16.5％減）、経常利益は900百万円（前年同期比16.4％減）、四半期純利

益は599百万円（前年同期比17.0％減）となりました。 

 

 各部門別の状況は次のとおりであります。 

〔セレモニー部門〕 

 案件受注数と行幸啓行事案件の金額は減少しましたが、建設式典と記念式典の大型案件が増加し

たことにより、売上高は2,850百万円と前年同期比2.7％の増収となりました。 

〔スポーツ部門〕 

 案件受注数と国体案件の金額は増加しましたが、陸上競技と運動会の大型案件が減少したことに

より、売上高は2,664百万円と前年同期比3.6％の減収となりました。 

〔フェスティバル部門〕 

 レクリエーションの案件受注数が減少し、地域振興イベントの販売単価も減少したことにより、

売上高は1,851百万円と前年同期比10.9％の減収となりました。 

〔プロモーション部門〕 

 案件受注数と広告宣伝・販売促進案件の金額は減少しましたが、広報ＰＲの大型案件が増加した

ことにより、売上高は1,747百万円と前年同期比6.7％の増収となりました。 

〔コンベンション部門〕 

 案件受注数は減少しましたが、会議・学会・集会の大型案件が増加し、展示会・見本市の販売単

価も上昇したことにより、売上高は749百万円と前年同期比21.8％の増収となりました。 

〔その他事業部門〕 

 防災訓練の大型案件が増加したことにより、売上高は452百万円と前年同期比34.4％の増収とな

りました。 
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(２）財政状態の分析 

（資 産） 

 当第３四半期会計期間末の総資産は前事業年度末に比べて1,580百万円増加し、8,697百万円とな

りました。これは主に受取手形及び売掛金が1,595百万円増加したことによるものであります。 

（負 債） 

 当第３四半期会計期間末の負債は前事業年度末に比べて1,084百万円増加し、3,602百万円となり

ました。これは主に買掛金が125百万円、賞与引当金が113百万円減少したものの、借入金が全体で

1,452百万円増加したことによるものであります。 

（純資産） 

 当第３四半期会計期間末の純資産は前事業年度末に比べて495百万円増加し、5,095百万円となり

ました。これは主に利益剰余金が489百万円増加したことによるものであります。 

 

(３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第３四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

 

(４）研究開発活動 

 該当事項はありません。 

 

(５）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

 当第３四半期累計期間において、当社の経営成績に重要な影響を与える要因に重要な変更はあり

ません。 
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 11,000,000

計 11,000,000 

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成29年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成30年２月９日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協会名

内容

普通株式 2,851,750 2,851,750
東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数は100株

であります

計 2,851,750 2,851,750 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金
増減額

（千円）

資本金
残高

（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成29年12月31日 － 2,851,750 － 1,370,675 － 1,155,397

 

 

（６）【大株主の状況】

 当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確

認できないため、記載することができないことから、直前の基準日（平成29年９月30日）に

基づく株主名簿による記載をしております。 

 

 

①【発行済株式】

平成29年12月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

 普通株式    111,400
－ －

完全議決権株式（その他）  普通株式  2,734,400 27,344 －

単元未満株式 普通株式      5,950 － －

発行済株式総数 2,851,750 － －

総株主の議決権 － 27,344 －

（注）１．「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権５個）含

まれております。

２．「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式82株が含まれております。

 

 

②【自己株式等】

平成29年12月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

（％）

（自己保有株式）

株式会社セレスポ

東京都豊島区北大塚

１－21－５
111,400 － 111,400 3.91

計 － 111,400 － 111,400 3.91

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。 
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第63号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成29年10

月１日から平成29年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成29年４月１日から平成29年12月

31日まで）に係る四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受

けております。 

 

３．四半期連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。 
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１【四半期財務諸表】

(1)【四半期貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前事業年度 

(平成29年３月31日) 
当第３四半期会計期間 
(平成29年12月31日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 958,429 934,945 

受取手形及び売掛金 1,422,463 3,017,816 

原材料及び貯蔵品 27,959 32,951 

未成請負契約支出金 ※ 61,722 ※ 78,913 

その他 149,902 109,979 

貸倒引当金 △6,461 △13,632 

流動資産合計 2,614,013 4,160,973 

固定資産    

有形固定資産    

建物（純額） 332,107 339,275 

土地 3,310,250 3,310,250 

その他（純額） 80,550 67,980 

有形固定資産合計 3,722,907 3,717,506 

無形固定資産 268,188 286,726 

投資その他の資産    

その他 603,718 622,800 

貸倒引当金 △91,352 △90,301 

投資その他の資産合計 512,365 532,499 

固定資産合計 4,503,462 4,536,732 

資産合計 7,117,475 8,697,706 

負債の部    

流動負債    

買掛金 527,340 401,876 

短期借入金 700,000 2,200,000 

1年内返済予定の長期借入金 47,544 － 

未払法人税等 196,085 148,757 

賞与引当金 170,295 57,287 

その他 641,168 557,750 

流動負債合計 2,282,433 3,365,671 

固定負債    

退職給付引当金 81,609 83,115 

役員退職慰労引当金 92,537 103,225 

資産除去債務 41,113 37,529 

その他 20,279 13,108 

固定負債合計 235,539 236,978 

負債合計 2,517,973 3,602,649 

純資産の部    

株主資本    

資本金 1,370,675 1,370,675 

資本剰余金 2,155,397 2,155,397 

利益剰余金 1,158,380 1,648,300 

自己株式 △63,628 △63,634 

株主資本合計 4,620,824 5,110,737 

評価・換算差額等    

その他有価証券評価差額金 △21,322 △15,680 

評価・換算差額等合計 △21,322 △15,680 

純資産合計 4,599,502 5,095,057 

負債純資産合計 7,117,475 8,697,706 
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(2)【四半期損益計算書】

【第３四半期累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第３四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 

 至 平成28年12月31日) 

当第３四半期累計期間 
(自 平成29年４月１日 
 至 平成29年12月31日) 

売上高 10,208,758 10,316,699 

売上原価 6,900,530 7,019,729 

売上総利益 3,308,228 3,296,970 

販売費及び一般管理費 2,243,181 2,407,973 

営業利益 1,065,046 888,996 

営業外収益    

受取配当金 11,617 8,977 

その他 4,811 5,430 

営業外収益合計 16,429 14,408 

営業外費用    

支払利息 2,755 2,592 

貸倒引当金繰入額 1,450 200 

その他 2 － 

営業外費用合計 4,208 2,792 

経常利益 1,077,267 900,612 

特別利益    

投資有価証券売却益 － 85 

特別利益合計 － 85 

特別損失    

固定資産除却損 12 262 

特別損失合計 12 262 

税引前四半期純利益 1,077,254 900,435 

法人税、住民税及び事業税 338,283 251,192 

法人税等調整額 16,998 49,712 

法人税等合計 355,281 300,905 

四半期純利益 721,973 599,530 
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【注記事項】

（継続企業の前提に関する事項）

 該当事項はありません。 

 

（四半期貸借対照表関係）

※ 未成請負契約支出金とは、仕掛中の請負契約について発生した原価を集計したものであ 

 ります。 

 

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。 

 なお、第３四半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のと

おりであります。 

 

 
前第３四半期累計期間 

（自 平成28年４月１日 
至 平成28年12月31日） 

当第３四半期累計期間 
（自 平成29年４月１日 
至 平成29年12月31日） 

減価償却費 44,838千円 43,232千円 
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成28年４月１日 至 平成28年12月31日） 

配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月22日

定時株主総会
普通株式 82,213 15 平成28年３月31日 平成28年６月23日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成29年４月１日 至 平成29年12月31日） 

配当金支払額 

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月22日

定時株主総会
普通株式 109,610 40 平成29年３月31日 平成29年６月23日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】 

 当社は、イベント総合請負業ならびにこれらの関連業務の単一事業セグメントであるた

め、記載を省略しております。 

 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

項目
前第３四半期累計期間

（自 平成28年４月１日
至 平成28年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成29年４月１日
至 平成29年12月31日）

 １株当たり四半期純利益金額 263円46銭 218円79銭

（算定上の基礎）    

四半期純利益金額（千円） 721,973 599,530

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 721,973 599,530

普通株式の期中平均株式数（株） 2,740,387 2,740,268

（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．平成28年10月１日付で普通株式２株につき１株の割合をもって株式併合を実施しております。前事業年度の

期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期純利益金額を算定しております。

 

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。 
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２【その他】

 該当事項はありません。 
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

 該当事項はありません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年２月７日

株式会社セレスポ 

取締役会 御中 

 

有限責任監査法人 トーマツ 

 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
  公認会計士 佐 々 田  博  信  印 

 

 
指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
  公認会計士 山   田  知  輝  印 

 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社セレスポの平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの第４１期事業年度の第３

四半期会計期間（平成２９年１０月１日から平成２９年１２月３１日まで）及び第３四半期累計期間

（平成２９年４月１日から平成２９年１２月３１日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸

借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して

四半期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の

ない四半期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す

ることが含まれる。 

 
 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 
 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社セレスポの平成２９年１２月３１

日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと

信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 
 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。 

以 上
 

 (注) １ 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２ XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成30年２月９日 

【会社名】 株式会社セレスポ 

【英訳名】 CERESPO CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  稲葉 利彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都豊島区北大塚一丁目21番５号 

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長稲葉利彦は、当社の第41期第３四半期（自 平成29年10月１日 至 平成29

年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認いたしました。 

 

２【特記事項】

 確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

 


